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学術情報「共有」の将来像
KBから「電⼦の⽬録」へ

これからの学術情報システム構築検討委員会・佛教⼤学図書館 飯野勝則
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現段階のKB（第1段階）
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電⼦ジャーナルの⾒え⽅
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電⼦ブックの⾒え⽅（Alma業務⽤画⾯）

書誌レコード部分とリンクを形成するURL部分は分離しています。
「紙」の図書と所蔵（アイテム）部分が分離しているのと同⼀です
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⽇本の電⼦ブックの書誌レコード

書誌にはURLなどの情報は含まれません。メタデータは貧弱であり，著者名なども
⼊っていません。書誌レコードには035に（CKB）とあり，コミュニティーゾーン
にある書誌レコードが“共有”されている状況です
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電⼦ブックの⾒え⽅（Almaサービス画⾯）

書誌とURLリン
クは分離して表

⽰されます
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「紙」の書誌レコード
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「紙」の図書の⾒え⽅（Almaサービス画⾯）
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KBとインベントリ（ローカル）の⽐較

（KB）

⽇本の書誌レコードは貧弱ですが，出版社（ベンダー）に由来するものとし
て共有されています

書誌レコードとURL，所蔵情報は分離する形で作成されています

Almaにおいては，いずれもCZに属しています

※ライセンスについては，CZでは集約されていません

（インベントリ）

⽇本の書誌レコードはリッチですが，NACSIS-CATからダウンロードされたものです

書誌レコードと所蔵，アイテム情報は分離する形で作成されています

Almaにおいては，いずれもIZに属しています

ライセンスについても，IZ内での作成にとどまっています
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⽇本のKB共有化が進捗したら（第２段階）
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さまざまな疑問

商⽤KB
（システム附

属）

商⽤KB
（システム附

属）

メタデータ
（書誌）

所蔵情報

冊⼦

契約情報

電⼦

参照
MARC等

商⽤KB
（システム附

属）

契約情報

「紙の⽬録」
（共同分担⽬録）

MARCデータ
（OPAC投⼊）

中央システム

「電⼦の⽬録」

「ライセンス
データ」

ローカルシステム

原資は何か

追加・修
正可か

JUSTICE
から︖

コンテンツ
への道筋は
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⽇本におけるKB共有化進捗の第２段階

 出版社の協⼒による国内出版の学術系電⼦ブックの捕捉

 出版社が作成した流通系書誌レコードの活⽤（FRBR的発想を基盤
に）

 コンソーシアムとしてのライセンス情報とタイトルリストの集約と
提供の開始

もちろん利⽤者による電⼦ブックへのアクセスがたやすくなるとは
思いますが，その先について起こりうることを考えてみます

?
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なぜ出版社の協⼒が必要なのか

 丸善雄松堂や紀伊國屋書店で⾃社のサイト向けに作成している電⼦ブック
の書誌レコードは，抄録や⽬次データを含みますが，この部分の著作権に
ついて対応が難しい部分があるようです（実際，⾊よい返事はありません
でした）

 したがって，これらの会社の書誌レコードを利⽤を前提とするだけでは，
中央システムとして，特定のベンダーだけでなく，さまざまなローカルシ
ステムでの利⽤を前提とすると，問題が⽣じます

 海外も同様の問題を踏まえ，出版社から直接書誌レコードを提供してもら
う流れが⼀般的になっています

 OAの電⼦ブックなどの把握も，書店経由より効率的に⾏える可能性があ
ります
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海外の出版社由来の書誌データの共有
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openBDを経由しての共有

 版元ドットコムに登録している中⼩出版社400社の書誌データとJPROに直接
登録している出版社のデータが集約されています（JPRO-onix/JSON）

 現在，取次を通過した本のJPRO掲載率は86% (2019年度）ですが，取次の
電⼦化により今後100%近くにはなるということで，さらなる集約が期待さ
れます

 電⼦書籍取次⼤⼿のメディアドゥの電⼦ブック等のデータが⼊る予定です

部会としてopenBDとは交渉を開始済。今後も定期的に情報交換を実施します
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openBDに期待されること

商⽤KB
（システム附

属）

商⽤KB
（システム附

属）

メタデータ
（書誌）

所蔵情報

冊⼦

契約情報

電⼦

参照
MARC等

商⽤KB
（システム附

属）

契約情報

「紙の⽬録」
（共同分担⽬録）

MARCデータ
（OPAC投⼊）

中央システム

「電⼦の⽬録」

「ライセンス
データ」

ローカルシステム

JUSTICE
から︖
+α

openBD

MARC21
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openBDとテクニカルサービス

 openBDには，JPROや版元ドットコムから取次に提供される近刊情報が
含まれており，⼀定の速報性を有しています

 佛教⼤学では，openBDの書誌データを活⽤し，「紙」の図書の受⼊⽤
の簡易書誌を構築しており，現物受⼊作業の効率化を実現しています

 openBDという流通系データベースとのデータ共有が進むことで，テク
ニカルサービスの業務軽減を図ることができるようになります

 とくに販促⽤に記述されている抄録・⽬次データについては，利⽤者の発
⾒可能性を⾼くするデータとして活⽤する余地があります

ただしopenBDの書誌データには図書館的に⾒て⼗分ではない部分も多いため，「⽬録」として活
⽤する際には，ローカルシステム（IZ）にダウンロードしたデータを相当に修正，追記する必要
があります
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KBから「電⼦の⽬録」へ（１）

 中央システムのKBにおいては，openBDをハブとして収集された電⼦
ブック等の書誌レコードを収集し，活⽤できる「電⼦の⽬録」に変化する
必要があると考えます

 「電⼦の⽬録」の追加・修正は，初期段階にはコミュニティとして⾏える
ことが必要だと考えます。openBDのデータは参照ファイルとしてKBに
コピーされ，それに対して⼿を⼊れるという形になると思われます

 ただし「電⼦の⽬録」の書誌レコードについては，MARC21がそうであ
るように，グローバルに共有される領域とローカル領域を分離して扱うこ
とで，全参加館に対する修正データの即時反映を⾏えるようにすることも
必要になると思われます（修正の「共有化」ですね）

 アクセス情報に関してもパラメータの設定など，参加館によって異なる可
能性もあるので，CZとIZで扱える領域を分離する必要があります
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KBから「電⼦の⽬録」へ（２）

 ただしアクセス情報については，現状と同じようにそれらを提供するプ
ラットフォームから収集する必要があります

 中央システムとしてタイトルリストとして，それらをプラットフォームか
ら⼊⼿したうえで，openBDからの書誌データと結び付けることもでき
ます。もちろん商⽤KBとの連携も可能でしょう

 現実的にはこの⽅法による「電⼦の⽬録」の構築が，もっとも効率的かつ，
⼤学図書館のニーズに沿ったものになるのではないかと思います
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ライセンスデータ

グローバル（ウェブスケール）

コンソーシャル（グループスケール）

ローカル（インスティチューション）

適⽤対象によって内容が変わるというスケール感は，他のデータの在り⽅とかわりません

共有可
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ライセンスデータと共有

 出版社やプラットフォームが設定するグローバルなライセンスデータ，
JUSTICEなどのコンソーシアムが設定するコンソーシャルなライセンス
データについては，いずれも共有対象として収集されることが必要です

 ライセンスデータは「電⼦」のメタデータとの紐づけ（リンク）が必須と
なります。図書館においては，デフォルトではグローバルなライセンス
データに紐づきつつ，⾃分たちの都合に合わせて変更できるような機能が
求められます

 現状JPROでは「紙」に対して「出版権」というライセンスデータの管理
を始めています。このような動きを踏まえて，openBDで出版社が考え
る「グローバル」なライセンスデータを収集することもできる可能性があ
ります

 プラットフォームが設定するものについては，タイトルリストと同様に，
プラットフォームから⼊⼿するというのが現実的かもしれません
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流通におけるメリット

 openBDへの登録は，流通にとって販促の⼀環であることは間違いあり
ません

 ライセンスデータを正しく周知できる環境ができれば，出版社やプラット
フォームのベンダーにとって，⾃らが提供するコンテンツが「正しく」使
われ，それにより不正な利⽤が減り，利益をもたらすことが⾒込まれます

 すなわちopenBDにライセンスデータを提供することが，流通のメリッ
トにつながる可能性があります

 ⼀⽅でライセンスデータについて，プラットフォーム間や出版社間での⽐
較が⾏えるようになると，より当事者において，販促に役⽴つような，使
いやすいライセンスの出現を促すきっかけになる可能性があります
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⽇本のKB共有化が進捗したら（第3段階）
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テクニカルサービスの激変

 「電⼦の⽬録」の書誌レコードが，openBDの⽬次データや抄録を⼗分
に反映し，かつ海外の書誌レコードのように⽔準の⾼いものになれば，グ
ローバル領域の書誌データを修正する必要はなくなります

 このことは「紙」も「電⼦」も体現形の違いだけ，というFRBRの考え⽅
に基づけば，「紙の⽬録」の書誌レコードの扱いについても同様の変化が
起きると考えられます

 これにより，図書館はローカル領域の設定のみを⾏えば⼗分という状況が
⽣まれます

 つまり図書館は中央システムが⽤意する「紙の⽬録」と「電⼦の⽬録」の
グローバル領域（CZ）のデータを触ることなく，そのまま⾃館の⽬録と
して利⽤できるようになります
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中央システムの「ディスカバリーサービス」化

これにより中央システムが各参加館に対して個別のインスタンス（検索画⾯）を⽤意することで，「⽬
録」は期せずしてウェブスケール・ディスカバリーになります（カナダのCounty of Simcoe Library 
Cooperativeコンソーシアムなどですでに実現しているようです）
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マイクロコンテンツへの対応

openBD由来の「電⼦の⽬録」の書誌レコードが，⽬次レベルの情報を有する場合，以前から作業部会で
提案されてきたようなチャプターレベルのレコードを機械的に作成し，共有することも可能になります
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デリバリー概念の変化
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ILLの進化

 マイクロコンテンツの検索結果から，ILLへシームレスにつながる仕組み
を作ることで，より正確なメタデータを取り込んでの申請ができることに
なります

 また（図書館と出版社が望む）ライセンスデータを明⽰し，その内容をシ
ステム側に反映させることで，ILLができるもの，できないものの判別が
明確に⾏えるようになります

 これにより，海外と同様に利⽤者が所属する図書館の⼿を介さない
UnmediatedのILLの実現可能性が⾼まります

 ⼀⽅で，出版社と協⼒し，ILLと併せてコンテンツそのものの販売やSTL
などを提供することで，⽂献⼊⼿の多元化を進めることができます
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「図書館関係の権利制限規定の⾒直し（デジタル・
ネットワーク対応）について」
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実現のために必要なこと
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中央システムの存在

 もっとも重要な点として中央システムが存在することが⼤前提となります

 原資は受益者負担ということになると考えられます

 ただし，中央システムについては，LSPの⼀機能を使うということになるかと
思いますが，コンソーシアムなどで「電⼦の⽬録」を「紙の⽬録」と分離して
扱うことは，将来的な統合的発⾒環境の実現を念頭におくと，阻害要因になる
可能性があるかもしれません

 すなわち「電⼦の⽬録」はいらない，といってその機能だけを外した場合，統
合的発⾒環境の実現を⽬的とする「総合⽬録」において，それだけを外したも
のを⽤意することにつながるからです

 これを防ぐには，コンソーシアム⾃体も「紙」と⼀体化させる，あるいはOA
の「電⼦」のコンテンツを積極的に収集し提供できる体制とするなどして，だ
れもが「電⼦の⽬録」の恩恵を被ることができるように⼀定の⼯夫をする必要
があると思われます（OAの把握が容易というのは訴求⼒があります）
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ODI: Open Discovery Initiative（１）

Open Discovery Initiative = ODI
（オープン・ディスカバリー・イニシアティブ）

 ⽶国情報標準化機構（NISO）の賛助により運営される常設委員会
（※ National Information Standards Organization = NISO）

 ウェブスケール・ディスカバリー・サービスに関するデータや技術に
関するさまざまな指針を⽰しています
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ODI: Open Discovery Initiative（２）

Content Providers

Discovery Service
Providers

Libraries

委員を選出
ODI

 Content Providers, Discovery Service Providers, Librariesの
三者から選出された委員によって構成され，
それぞれの役割を明確化しているという特徴があります

 最新は2020年改訂版（2020 Revision）です
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ODI: Open Discovery Initiative（３）

NISO RP-19-2020, Open Discovery Initiative:
Promoting Transparency in Discovery

 ODIにおける図書館の役割

 OAコンテンツの取り扱い（ハイブリッドOAを含む）

 コンテンツプロバイダーにとって役⽴つ利⽤統計

 公平なリンキング

ほか，透明性を⾼めるための技術的要件などを提⽰しています。

 Summon/EBSCO Discovery Serviceなどのベンダーは
このイニシアティブに準拠することを表明しています。
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ODIから⾒えること

 図書館と中央システムの運営主体，出版社は共⽣関係になることが，学術情報
流通の視点からは望ましいということだと思います

 特に出版社との協⼒が進むことで，openBDのデータの⾼⽔準化や図書館の
望むメタデータの提供を積極的に⾏ってもらうことができるようになります

 すなわち，図書館と協⼒し，さまざまなデータを共有することが出版社にとっ
て利益になることを理解してもらう必要があります

 「⽬録」からSTLや販売の道を⽤意するのも考慮する必要がありますし，中央
システムの利⽤統計をビッグデータとして三者で共有していくことも必要にな
ると思われます

 より良い書誌データが共有されることで，世界中に販路が広がることや，それ
により⽇本の存在感を⾼めることにもつながるということを理解してもらえる
とよいかもしれません
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ご清聴ありがとうございました


